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されます。





平成３０年度松阪市

一般会計・特別会計決算の概要

予算現額 １,２５３億６,２４６万円

歳入決算額 １,２３４億６,１６３万円
（前年度比４.２％増）

歳出決算額 １,１９５億 ７８万円
（前年度比４.４％増）

実質収支額 ３６億８,８６０万円

繰越財源 ２億７,２２５万円



市税

31.6％

繰越金

3.1%

繰入金

2.7％

諸収入

1.7％
その他

3.7%

地方交付税

20.6%

国庫支出金

13.5%

市債

10.5%

県支出金

6.5%

地方消費税交付金

4.4%

その他

1.7%

（収入率は97.1％）

一般会計（歳入６９６億３,９７６万円）

自主財源
４２．８％

依存財源
５７．２％



一般会計（歳出６７０億４,５３５万円）

民生費

39.4％

教育費

13.4％

総務費

9.7%

土木費

9.0%

公債費

8.6%

衛生費

7.4％

商工費

3.8％

その他

8.7%



決算議案の議決結果

松阪市一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の
認定についての採決の様子

議案第８２号



総務企画分科会

【所管事項】

・市の基本計画・財政・税
・防災・消防・広報



Ｑ個人市民税と法人市民
税について、調定済み額に
おける収入済み額が前年度
比較して大きく伸びている
が、分析は？

一般会計歳入について
Ａ個人市民税については、雇
用環境や所得状況の改善、緩
やかな景気回復による影響
で、給与所得が増加したこと
に加え、株式譲渡所得が増加
となったこと、また、法人市
民税については個人消費や設
備投資が堅調に推移し、国内
経済が緩やかな景気回復を続
けたことが要因である。



公共施設マネジメントについて

Ｑ公共施設の合計延べ
床面積を削減する目標値
と実績数値との乖離につ
いて、どう考えるのか？

Ａ各施設の状況や市民ニーズを踏
まえ市民サービスを低下させるこ
となく削減目標を達成するにはか
なり厳しい状況である。各施設の
老朽化に合わせ中長期的な視点で
全庁的に公共施設マネジメントを
進めていくため、延べ床面積の削
減目標だけでなく維持管理経費を
含めた総コストで検討していきた
い。

Ｑ目標値に無理がある
のであれば、上位計画の
目標数値を改めることに
なるのか？

Ａ次期総合計画において見直
す方向で考えたい。



地域マネジメント推進事業について

Ｑ住民自治のあり方検討会
などを行ったが、その評価
は？

Ａ地域組織を一本化、予算の一
元化の提案を示し、住民協議
会、自治会連合会の２者で協議
を行っていただいた。両者から
も提案をいただく中で着実に進
めている

Ｑ組織の一本化、予算の
一元化について、地域ご
とに特性があるので、市
が提示して進めて行かな
かったのか？

Ａ住民自治に直結するものであ
り、地域の皆さんの理解が必要
であるので、一定の時間が必要
である



空き家バンク活用補助金について

Ｑ決算額が前年と比較
し少なくなっているが
要因は？

Ａ契約件数実績は１４件で、
前年より増え、29人の方が契
約し移住していただいた。決
算額が少ないのは物件が比較
的新しく良質であったことに
より、補助金の活用が少な
かったことによるもの



防災行政無線整備事業について

Ｑ飯南・飯高管内デジ
タル同報系の防災行政
無線の状況は？

Ａ平成30年度から２カ年かけ飯
南飯高管内のアナログタイプの
防災行政無線をデジタル化に切
り替える計画で、平成30年度分
の整備工事費においては飯南管
内の工事を行った。

Ｑ防災行政無線が聞き
取りにくかった場合
に、放送内容を確認す
ることができるシステ
ムは、何か構築できた
のか？

Ａ自宅の固定電話に直接防災
無線と同じ情報を流すことが
できるシステムの構築や令和
元年度開始に向けて防災のテ
レホンサービスのシステムの
構築に取り組んだ。



公債費に関して
Ｑ昨年度の公債費の増額
補正は合併特例事業債に
かかる短期償還のためと
の説明であったが、海上
アクセス事業などの起債
償還は残っているのか ？

Ａ海上アクセス事業などの
長期債は償還中である。

Ｑ短期償還が可能というこ
とは、税収が多かったこと
や財政調整基金の残高があ
り、財政運営が良好と理解
して良いのか？

Ａ短期償還ができるのは交
付税措置があること、財政
調整基金の残高があること
によるもの。



環境福祉分科会

【所管事項】

・お年寄り・障がい者・保健衛生
・保育園、幼稚園・子育て
・交通安全・病院・ごみ・環境



防犯カメラ設置補助金

老人福祉一般経費



一時預かり事業費

母子保健事業費



母子保健事業費

認定こども園進捗状況



市民病院事業決算

塵芥収集事業費



文教経済分科会

【所管事項】

・農林水産・商工業
・文化・スポーツ
・教育・学校



答弁：
参加者は減少したが、総括すると、看護師１２人、介護士１１人、
保育士１５人が復職・就職され、

研修会についても、それぞれ関係団体に事業承継もできたこと
から、非常に意義のある事業であったと捉えている。

★ 一般会計歳出の労働費及び財源

質疑：
潜在専門職トレーニングプロジェクト事業は、平成３０年度で事業を
完了したが、その総括及び評価は。



★ 農林水産業費及び財源

質疑：
認定農業者の更新を辞退された方が、５人いるが、その主な
理由。またその農地を他者が借りて就農するケースと新規就
農者に対して市の支援はあるのか。

答弁：
辞退の主な理由は、高齢化により営農を継続できなくなったためで
ある。

他者が就農するケースは、利用権設定により、地域の中心経営体
や別の認定農業者に貸借する場合、また中間管理機構に預けるな
ど農地を集積していくケースが考えられる。

新規就農者への支援は、農業機械購入等に補助する支援補助金
があり、３名に補助した。



★商工費及び財源

質疑：
地域公共交通システム事業の利用者も一部を除けば利用者が
減っているが運営側としてどう捉えているか。

また地域の要望だけでなく、今後の方向性について話し合った実
績はあったのか。

答弁：
利用者減少の要因は、人口減少、中山間地域の過疎化など
が考えられる。

空白地帯の要望は多数あるが、高齢化が進む中、今のやり
方では、費用だけがかかり、実際の乗客は少なくなる状況に
ある。



質疑：
教育支援センター鈴の森教室、三雲やまゆり教室に通室し
ている人数と交通手段、また通えない子ども達の対策は。

答弁：
通室は３３人、小学生は保護者が送迎、中学生は自転車や
公共交通機関を利用している。

通えない子ども達に対しては、年間数は少ないが、訪問相談
も実施している。

★教育費及び財源



意見：

社会背景、情報発信などの要因が考えられるが、どの事業も参加者が
減少しているのではないか。

★商工費及び財源では議員間討議があり、それぞれの意見が出ました。

意見：
商工観光部門は、行政としても非常に重要な部門であり、
事業のマンネリ化から見直しも必要である。

意見：
去年やった事業をそのまま継続するという姿勢では、いけない。
社会背景も含めた検証を行うべきである。

意見：
過去からの問題点等の分析が行われていないように感じる。
商工観光に文化が組み合わさり多様性が出た。この部分を積極的に活用し、
委員の総意と捉え、この委員会で今後調査を行っていきたい。

意見：
若者をターゲットにしたイベントも検討した方が良い。



建設水道分科会

【所管事項】

・都市計画・道路・河川
・住宅・公園・上下水道



1.道路維持修繕事業

Q： 地元要望があった修繕件数と実施件数及び割合は？

A ： 建設保全課所管へ632件あり、その内391件を実施、62％の割合である。

Q： 道路維持修繕事業費内の原材料費の内訳は？

A ： ２５７件、３,９５７万６,５５７円分を支給している。

内訳は、自治会へ支給したものが14％ 市職員が直営で使用したものが 37％

工事、修繕に合わせて支給したものが49％である。

Q： 川沿いや用水路にガードパイプやガードレールの設置が進んでいるが、

どのような基準でどの事業で実施したのか？

A ： 用水時期に水深が深くなる用水路などで、通学路になっており危険であると

要望を受けた場所に対し、交通安全対策施設整備事業費で設置した。



2.空き家対策事業

Q： 空き家無料相談会での対応者と相談内容は？

A ： 空き家ネットワークみえで対応した。内容は相談者のほとんどが所有者

で空き家の処分や利活用の方法、建物の除却、相続関係での相談で

あった。

Q： 空き家所有者以外からの日常の相談内容は？

A ： 空き家の近隣住民から１カ月に２０件ほどの相談があり、放置された

瓦や外壁の飛散、 草木の越境に対しての苦情などである。



3.市営住宅管理運営事業

Q： 市営住宅使用料の収納率が順調に向上している要因は？

A： 滞納額、滞納月数が少ない早い段階で、滞納者と接触することを重点的

に取り組んでいる。また、滞納に係る最終通告に対して、連絡や支払い

のない方には、法的措置を検討する厳しい対応で臨んでいることが大き

な要因である。

Q： 用途廃止に向けての住みかえ実績と進捗状況は？

A： 平成３０年度の住みかえは１０戸であった。令和８年度末までに対象団地

での残り70戸を完了させることを目標としており、順調な進捗である。



4.水道事業

Q：平成３０年１０月から導入した隔月検針、隔月請求による未収金への影響は？

A： 平成３０年度の収納率は、９９．９２％であった。

平成２９年度以前と差がないことから、未収金への影響はなかったと考え
る。

Q： 隔月検針、隔月請求に変更したことによる、経費削減額は？

A ： ６カ月で約３,２００万円の削減となった。





松阪市議会

説明に対するご意見
をお聞かせください。



各委員会ごとのテーマ

松阪市議会



松阪市議会

ご意見をお聞かせください。



松阪市議会


